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私立大学の産学連携活動に影響を与える要因に関する考察 
 

 
○山口佳和（千葉工業大学） 

 
 
 
1. はじめに 
  日本においてオープンイノベーションを推進するためには、産学官連携活動を本格化することが重要

とされている。このため科学技術基本計画[1]では、企業、大学、公的研究機関における推進体制の強化、

人材の好循環の誘導、人材、知、資金が結集する「場」の形成などが実施すべき施策として掲げられて

いる。本発表では、大学の産学連携活動に着目する。 
  筆者ら[2]は、産学連携実績が多い 122 大学を分析対象として、産学連携活動と影響要因の関係を定量

的に分析して、重回帰式を導き出した。その結果、産学連携活動を促進するためには基礎研究の強化が

不可欠であり、産学連携実務担当者の増強、大学院の充実なども期待されることを指摘した。しかし、

この分析は国立大学が中心であり、私立大学に焦点を当てたものではなかった。 
  研究・イノベーション学会誌に掲載された大

学の産学連携に関する先行研究[3]～[15]の分析

対象による分類を、表 1 に示す。13 件の論文、

ノート、調査研究のうち、「対象は国立大学」が

4 件、「対象の多くは国立大学」が 7 件、「対象

は公立大学」が 2 件であった。「対象は公立大

学」の 2 件は、外国の州立大学であった。私立

大学に焦点を当てた研究は見られなかった。さ

らに、分析方法が定量か定性かで分類すると、

定量が 6 件、定性が 7 件であった。日本の大学

に占める私立大学の割合は大きいことから、大学全体の産学連携活動の促進を検討するためには、私立

大学に焦点を当てた分析も必要である。 
  本発表の目的は、大学全体の中の私立大学の位置付けを概観すること、私立大学の産学連携活動を概

観すること、私立大学の産学連携活動に影響を与える要因を分析することである。 
 
2. 大学全体の中の私立大学 
  学校基本調査[16]に基づく国公私立別の大学数、学

生数、教員数を表 2 に示す。大学数では 77.4％、学

生数では 73.6％と多くを私立大学が占めており、教

員数でも 58.0％と過半数を占めている。日本では私

立大学が大学の中で重要な位置付けにあり、産学連

携活動においても相応の役割を果たすことが期待さ

れる。 
  国公私立別の学生数の推移を、図 1 に示す。全体

の学生数は、60 年代から 70 年代前半、80 年代後半

から 90 年代に大きく増加した。これに対して国立大

学、公立大学の増加は緩やかであったが、私立大学

が大きく増加して全体の増加を担っていたことが分

かる。全体の増加は進学率の上昇などが原因であるが、国公立大学の新設や定員増では十分に対応する

ことができず、代わりに私立大学が対応してきたことが伺われる。 
  私立大学割合、大学進学率、入学者数の推移を、図 2 に示す。大学進学率は 60 年代前半から 70 年代

前半、90 年代後半から 2010 年頃まで大きく上昇して、現在は 52.6％(2017 年度)となっている。私立

大学の割合は、1955 年度の 59.7％から 1974 年度には 76.4％に達し、その後少し落ち着いて 2107 年度
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には 73.6％となった。大学入学者数が急増する時期は国公立大学の拡大が追いつかず、大学入学者数の

増加が落ち着いてからは国公立大学がある程度対応できたためである。 
 
3. 私立大学の産学連携活動 
  本発表で分析する産学連携活動としては、

共同研究(受入件数、受入金額)、受託研究(受
入件数、受入金額)を取り上げる。共同研究

は企業等の研究者と国立大学等の教官とが

共通の課題について対等の立場で行う研究、

受託研究は企業等からの委託を受けて行う

研究とされている。 
  国公私立大学別の共同研究、受託研究を、

表 3 に示す。私立大学は共同研究の受入件

数で 19.4％、受入額で 16.0％、受託研究の

受入額で 18.4％といずれも小さな割合にとどまっており、受託研究の受入件数では 33.5％と割合は大き

くなった。受託研究の受入件数では国立大学の割合が小さくなったことから、私立大学と公立大学には

小さな受入額の受託研究が多かったことが分かる。 
  文部科学省資料[17]に基づく国公私立大学別の共同研究受入額の分布、国公私立大学別の受託研究受

入額の分布を、それぞれ図 3、図 4 に示す。いずれも国立大学が受入額が多い領域、私立大学が受入額

が少ない領域、公立大学の両者の間の領域を中心に分布していることが分かる。産学連携活動の実績が

多い大学を分析対象として選択すると、国立大学が中心になってしまうことが分かる。ただし、私立大

学の分布は広範囲にわたっており、大学による産学連携活動の違いが大きいことが伺われる。こうした

大きな違いを作り出している影響要因を明らかにすることは、産学連携の促進を検討する上で有用な情

報となることが期待できる。 
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4. 私立大学の産学連携活動に影響を与える要因 
  共同研究件数/研究者数と受託研究件数/研究者

数による私立大学の分布、共同研究受入額/研究者

数と受託研究受入額/研究者数による私立大学の

分布を、それぞれ図 5、図 6 に示す。最小のカテ

ゴリー(0-0.05 件/人、0-25 万円/人)に多くの大学

が集中したことは同じであるが、受託研究よりも

共同研究の方がより多く集中した。 
  産学連携活動と影響要因との相関関係を分析

した。分析対象は共研究受入額＋受託研究受入額

の上位 30 大学とし、影響要因としては論文数/研
究者数、科学研究費補助金額/研究者数、研究者数、

学生数、学部学生数/教員数、大学院学生数/研究

者数、総合大学か単科大学か(ダミー変数)、工学

部があるかないか(ダミー変数)を取り上げた。デ

ータの出所は、文部科学省資料 [17]、Web of 
Science[18]、日本学術振興会資料[19]、各大学資

料(ホームページから入手)を利用した。これらの

データに基づいて分析した結果として、産学連携

活動と影響要因の相関関係を、表 4 に示す。   
  有意な正の相関関係を示したのが、論文数/研究

者数、科学研究費補助金額/研究者数。大学院生数

/研究者数、工学部有(1)or 無(0)である。このうち

論文数/研究者数と科学研究費補助金額/研究者数

は研究活動を表す影響要因であり、大学で行って

いる基礎研究のレベルが高いことが産学連携活

動に貢献したことが分かる。共同研究(件数、受入

額)/研究者数、受託研究受入額/研究者と論文数/
研究者数、科学研究費補助金額/研究者数では、中程度の相関関係(0.4≦|r|＜0.7)となった。大学院生数

/研究者数も大学院生の存在が大学の研究を支えるものであることから、同様に貢献したことが分かる。

共同研究件数/研究者数と中程度の相関関係であったことから、大学院生が多くいることがより多くの件

数の共同研究を行うことにつながったと推測される。工学部有(1)or 無(0)は、学部別に見ると工学部が

多くの産学連携活動をしていることが原因である。1 件あたりの受託研究受入額に大きな違いがあるこ

とから、受託研究件数/研究者数では弱い相関関係(0.2≦|r|＜0.4)または相関関係がほとんどない(0≦
|r|＜0.2)にとどまった。 
  有意な負の相関関係を示したのが、研究者数である。特に共同研究件数/研究者数とは中程度の相関関
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係となった。工学部がない規模の大きい大学があること、研究者数が多い医学部のある大学で共同研究

件数が比較的少なかったことがあると推測される。学生数、学部学生数/研究者数、総合大学(0)or 単科

大学(1)では、有意な相関関係は見られなかった。 
 
5. まとめ 
  大学全体の中の私立大学の位置付け、私立大学の産学連携活動を概観するとともに、私立大学の産学

連携活動の影響要因を分析し、論文数/研究者数、科学研究費補助金額/研究者数、大学院生数/研究者数、

工学部有(1)or 無(0)で正の相関関係、研究者数で負の相関関係があることを明らかにした。 
  私立大学の産学連携を促進することが重要であり、そのためには産学連携活動と影響要因との関係を

分析することが有用である。今後は、分析対象の大学を拡大した上で、より広い範囲の多様な産学連携

活動と影響要因のデータを収集し分析して考察することが課題である。 
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